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期間の定めのある労働契約（以下「有期労働契約」といいます。）については、使用者のみならず労働者のニー

ズもあることから、有期労働契約が良好な雇用形態となるようにすることが重要ですが、その実態をみると、

契約の終了場面において紛争がみられるところです。有期労働契約の予期せぬ終了は、有期労働契約により

労働する労働者（以下「有期契約労働者」といいます。）への影響が大きいことから、有期労働契約の終了場面

における紛争を防止する必要があります。 

このため、法第１７条において、契約期間中の解雇及び契約期間についての配慮について規定することによ

り、有期労働契約の終了場面に関するルールを明らかにしたものです。 

また、有期労働契約は、パート労働、派遣労働を始め、いわゆる正社員以外の多くの労働形態に共通してみら

れる特徴になっていますが、有期労働契約の反復更新の下で生じる雇止めに対する不安を解消していくこと

や、期間の定めがあることによる不合理な労働条件を是正していくことが課題となっていることに対処し、労

働者が安心して働き続けることができる社会を実現するため、有期労働契約の適正な利用のためのルールを

整備するものとして、法第１８条及び第１９条の規定が設けられたものです。 
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